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附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、宝塚市公正な職務執行の確保に関する条例（平成２３年条例第２号。

以下「公正職務執行条例」という。）第１７条第１項及び第３１条の規定に基づき、公

正職務執行条例の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（令４規則６・一部改正） 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、公正職務執行条例において使用する用

語の例による。 

第２章 宝塚市公正職務審査会 

（委員の委嘱） 

第３条 市長は、弁護士の資格を有する者のうち、次に掲げる者各１人に常任委員を委嘱

する。 

(１) 大阪弁護士会が推薦する者 

(２) 兵庫県弁護士会が推薦する者 

(３) 市長が選出する者 

２ 市長は、常任委員が推薦する者に臨時委員を委嘱する。 



（会長） 

第４条 審査会に会長を置き、会長は、常任委員の互選により定める。 

２ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する常任委

員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審査会の会議は、常任委員全員が出席しなければ開くことができない。ただし、常任

委員１人が欠席するときは、臨時委員１人以上が出席すれば、会議を開くことができる。 

３ 審査会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（庶務） 

第６条 審査会の庶務は、総務課で行う。 

（委任） 

第７条 公正職務執行条例及びこの規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な

事項は、会長が定める。 

第３章 公益通報者保護制度 

（内部相談員） 

第８条 内部相談員は、総務課長（教育委員会が所管する事項にあっては、教育企画課長）

をもって充てる。 

（令３規則８・一部改正） 

（公益通報） 

第９条 職員等は、公益通報をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した公益通報

書を外部相談員等に提出しなければならない。 

(１) 職員等の氏名、所属及び役職 

(２) 職員等の連絡先 

(３) 職員等が通報対象事実に該当すると思料する事実の内容 

２ 公益通報者は、通報対象事実に係る証拠資料（以下「証拠資料」という。）があると

きは、当該証拠資料を外部相談員等に提出しなければならない。 

３ 内部相談員は、前２項の規定により、公益通報書又は証拠資料が提出されたときは、



外部相談員に当該公益通報書又は証拠資料を送付しなければならない。 

４ 外部相談員等は、公益通報があったときは、公益通報受付票を作成しなければならな

い。 

５ 第１項の規定にかかわらず、電話等で公益通報があった場合で、公益通報者の氏名、

所属等が確認できるときは、外部相談員等は、公益通報者に代わって公益通報書を作成

しなければならない。 

６ 第１項及び前項の規定にかかわらず、匿名で公益通報があった場合で、外部相談員及

び内部相談員が協議して公益通報する必要があると認めるときは、外部相談員は、公益

通報書を作成しなければならない。 

（公益通報に係る事前の相談） 

第１０条 外部相談員等は、公正職務執行条例第１４条第１項の規定による相談（以下「事

前相談」という。）で、その内容が通報対象事実に係るものであった場合は、事前相談

の内容を整理し、公益通報相談票を作成しなければならない。 

（調査の補助） 

第１１条 公正職務執行条例第１５条第１項の規定による調査を実施するに当たり、外部

相談員が必要があると認めるときは、外部相談員は、総務課の職員（教育委員会が所管

する事項にあっては、教育企画課の職員。以下同じ。）に調査の補助を命ずることがで

きる。 

２ 公正職務執行条例第１５条第３項の規定による調査を実施するに当たり、審査会が必

要があると認めるときは、審査会は、総務課の職員に調査の補助を命ずることができる。 

３ 総務課の職員は、前２項の規定により調査の補助を命ぜられたときは、関係者からの

説明の聴取、関係書類等の証拠の受領、実地の調査の同行等の必要な補助を行わなけれ

ばならない。 

（令３規則８・一部改正） 

（調査の結果に係る通知） 

第１２条 次の各号に掲げる通知は、当該各号に掲げる書面により行う。 

(１) 公正職務執行条例第１５条第３項ただし書又は第１６条第２項若しくは第３項の

規定による通知 公益通報結果通知書 

(２) 公正職務執行条例第１６条第１項の規定による通知 通報対象事実調査結果及び

是正通知書 



(３) 公正職務執行条例第１６条第４項の規定による通知 公益通報意見通知書 

（是正期間） 

第１３条 公正職務執行条例第１７条第１項本文（同条第３項の規定により準用する場合

を含む。）の規則で定める期間は、同条例第１６条第１項の規定による通知があった日

（同条例第１７条第３項の規定により準用する場合においては、同条第２項の規定によ

る通知があった日とする。）から起算して、次の各号に掲げる是正措置の区分に応じ、

当該各号に定める期間とする。 

(１) 条例を制定し、又は改廃する必要がある是正措置 ３月 

(２) 新たに予算措置を講ずる必要がある是正措置（前号に該当するものを除く。） ３

月 

(３) 前２号に掲げる是正措置以外の是正措置 ２月 

２ 前項の規定にかかわらず、審査会は、特別の理由があると認めるときは、６月を超え

ない範囲内において、別に期間を定めることができる。 

（是正措置の報告等） 

第１４条 公正職務執行条例第１７条第１項本文（同条第３項の規定により準用する場合

を含む。）及び同条第１項ただし書の規定による報告は、是正措置報告書により行う。 

２ 公正職務執行条例第１７条第１項本文（同条第３項の規定により準用する場合を含

む。）の規定による公表は、市広報誌又はインターネットを利用して閲覧に供する方法

により行う。 

３ 公正職務執行条例第１７条第２項の規定による通知は、追加是正措置通知書により行

う。 

（是正措置を講じないときの公表） 

第１５条 公正職務執行条例第１７条第４項の規定による公表の方法については、前条第

２項の規定を準用する。 

（不利益な取扱いに係る申出） 

第１６条 公正職務執行条例第２０条第１項の規定による申出は、保護措置請求書により

行う。 

（令４規則６・一部改正） 

（意見の陳述、弁明書の提出等） 

第１７条 審査会は、公正職務執行条例第２０条第５項の規定により、必要があると認め



るときは、申出者に相当の期間を設けて、意見の陳述の機会を与えなければならない。 

２ 審査会は、公正職務執行条例第２０条第５項の規定により、市の執行機関に相当の期

間を設けて、弁明書を提出する機会を与えなければならない。 

（令４規則６・一部改正） 

（不利益な取扱いに関する調査の結果に係る通知） 

第１８条 次の各号に掲げる通知は、当該各号に掲げる書面により行う。 

(１) 公正職務執行条例第２１条第１項又は第３項の規定による市の執行機関に対する

通知 不利益な取扱いに関する調査結果及び是正通知書 

(２) 公正職務執行条例第２１条第２項又は第３項の規定による申出者に対する通知 

不利益な取扱いに関する調査結果及び保護措置通知書 

（令４規則６・一部改正） 

第４章 要望等の記録制度 

（要望等の記録） 

第１９条 公正職務執行条例第２４条第１項の記録は、要望等記録票により行う。 

（令４規則６・一部改正） 

（要望等の記録の管理等） 

第２０条 執行機関等は、要望等を受けたときは、要望等に係る事務を所掌する担当課の

長又は公の施設等の長（以下これらの者を「担当課長等」という。）にその内容を報告

しなければならない。 

２ 担当課長等は、要望等を受けたとき又は前項の規定により報告を受けたときは、要望

等記録票を作成し、決裁を受けなければならない。 

３ 担当課長等は、決裁を受けた後、要望等記録票の写しを総務課長に送付し、その原本

を保管しなければならない。 

４ 要望等記録票の原本を保管する担当課長等は、必要に応じ、要望等に係る事務に関係

する部長、室長その他の職員に要望等記録票の写しを送付しなければならない。 

（意見の陳述、弁明書の提出等） 

第２１条 審査会は、公正職務執行条例第２６条第４項の規定により、要望者に相当の期

間を設けて、意見の陳述の機会又は弁明書を提出する機会を与えなければならない。 

（令４規則６・一部改正） 

（答申の結果の通知） 



第２２条 公正職務執行条例第２７条第３項の規定による通知は、要望等答申結果通知書

により行う。 

（令４規則６・一部改正） 

（氏名等の公表） 

第２３条 公正職務執行条例第２８条第２項の規定による公表の方法については、第１４

条第２項の規定を準用する。 

（令４規則６・一部改正） 

（要望等の記録の報告） 

第２４条 市の執行機関は、公正職務執行条例第２９条第１項の規定により、同条例第２

５条第１号に規定する記録を報告するときは、要望等に該当する部分を明示して、議事

録その他これに類するものの全文を報告しなければならない。 

（令４規則６・一部改正） 

（意見の陳述、弁明書の提出等） 

第２５条 審査会は、公正職務執行条例第２９条第３項の規定により、必要があると認め

るときは、要望者に相当の期間を設けて、意見の陳述の機会又は弁明書を提出する機会

を与えなければならない。 

（令４規則６・一部改正） 

（運用状況の公表） 

第２６条 公正職務執行条例第３０条の規定による公表の方法については、第１４条第２

項の規定を準用する。 

（令４規則６・一部改正） 

第５章 雑則 

（様式） 

第２７条 この規則に規定する公益通報書等の様式は、別に市長が定める。 

（施行の細目） 

第２８条 この規則に定めるもののほか、公正職務執行条例の施行に関し必要な事項は、

別に市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年７月１日から施行する。 



（宝塚市長等倫理条例施行規則の一部改正） 

２ 宝塚市長等倫理条例施行規則（平成１３年規則第４６号）の一部を次のように改正す

る。 

〔次のよう〕略 

附 則（令和３年規則第８号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年規則第６号） 

この規則は、令和４年６月１日から施行する。 

 


